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法 人 税 転 嫁 の K - M 分 析 に 対 す る 批 判 と 反 批 判

古 田 精 司

ま え が き

法人税の転嫁を計量経済モデルに特定化して分析し 

た先駆的作業は，K rzyzaniak-M usgraveの共同研究の 

う.ちに結実した。それは第1 に,.分析手法のうえで計 

還:モデルを積極的に活用した点で転嫁分析に新しし、進 

路を開拓し，第 2 に，その結論において伝統的命題を 

镫えしアメリ力製造業では法人税負担の1 0 0パーセン 

ト以上が製品購入者に転嫁されると主張し，広く注目 

を浴びるとともにその後の研究に多大の刺激をあたえ 

すこ。けれども分析手法の斬新性と結論の意外性とは，

両々相まって幾多の批判を誘発するにいたった5 批判 

はまたK - M 自身の側からの反批判を呼び起し，それ 

はまた批判者の側からの再批判を惹起した。 ここでは 

今後め法人税転嫁•‘帰着分析の進展に資する意図のう 

えに立って，これらの批判• 反批判.得批判の経緯を 

展望することを目的とする。

( 1 ) プ レ ッ シ ャ ー 変 数 ， 価 格 援 護 効 果 ，

お よ び 雪 だ る ま 効 果 一 ^ ライター .
グ一ドによるK - M モ歹ル批判ニー

K -M 分析の特色は，一言にしていえば，従属変数

辻⑴ Slitor, Richard, 'Corporate Tax Incidence: Economic Adjustments to Differentials under a Two-Tier Tax Struc- 
ture’，pp. 136-206. Goode, Richard, ‘Rate of Return, Income Shares and Corporate Tax Incidence, pp. 209-246. 
両論文はともに企樂課税をめぐるシンポジゥムの報告論文であり, つぎのごときタイトルで公刊された著得の後半を占め 

ている。 Effects of Corporation Income Tax, Papers Presented at the Symposium on Business' Taxation, Wayne State 
University, arranged and edited by Marian Krzyzaniak, papers by Arnold C. Harberger, Richard A. Musgrave, 
Richard E. Slitor, Richard Goode, and Marian K vzym m ok  (Wayne State University Press. Detroit 1 9 6 6 ) .両論. 
文がどもに意図するところはK -Mモデルの批判にあり，ァメリ力経済はK -M の主張する妬■ 制というよりも競争^  
制にあるから，いわゆる新7!，•典派モデルが経験的に妥当とみなしうるとする。またK -M の則.fd-経済学的手法は法人税効 

见を分離することに失妝し，転嫁度は尚度に上方パイブスをもっているからK -M の過剰転嫁设説は西矩さるべ身である 

という主張においても共通している. .

としての課税前収益率（Y9, J を説明するため, . i 期前 

の消费対GNP比率の増分（犯 -山 1 期前の在庫対売上 

咼比率（Vt—!), 法人税以外の税収マイナス移転支出対 

GNP比率 (山) ，政府支出対G N P比 率 ぬ ）および法人 

税変数 (L 0を独立変数として選び，単一重回帰方程式 

を組むことにより，法人税が課税前利潤率にいかんる 

効果をおよぽすかを調べ, 法人税変数L,の回帰係数の 

推定値から直接に転嫁度を導出するところにある。 こ 

の推論過程の特色からすれば. I C - M 分析に対する批 

判は当然モデルの特定化が果して成功を収めているか 

否かにます’集中するはずである。ス ラ イ タ ー (Richard 
E. S l i t o r )およ.びグード （Richard G o o d e )の両者がは 

じめて分析に本格的批判を加えたとき.最大の焦点は 

まさにここに集まっていた。

スライターはまず，法人税がない場合の法人収益率 

関数の特定化が適切でなI 、ため，収益率の説明に法人 

税変数が過重な役割を担わされるが，法人税変数自体 

は法人利潤の重要な決库因である「経済的プレッシ屮 

- j  (economic pressure)水準と共線的であると指摘する。 

だとすれば. K - M の転嫁尺度は転嫁度を過大に表示 

するのみならず，ただ法人税水準に結合した一般的経 

济活動のプレッ 'ンャ一水準と法人収益率との間の相関 

を反映するにすぎないという批判を免がれることはで 

きない。
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法人叙転嫁の K - M 分析fc対する批判と反批判

かれはこの批判の妥当性をテストするため，K -M の 

スタンダード . モデルA に含まれる独立変数に加え 

て「経済プレッツャ一」变数を_ 入する。プレッシャー 

変数としては，ノールズ（J .w . K nowles)の現実GNP/ 
潜在的G N P 比率が選ばれ|こ。推定法も操作変数法に 

頼るこを避け，単純最小自乗法が便用される》算-定を 

進めるに当って，K - M の推定結果との比較の便宜上 

総資本ベースにのみ限定された，

表 1 はスライター..が K-^Mモデルについて；推定し 

た結果をまとめたものである。ただしライン⑴は，K -  
M 自身が単純最小自乘法により算定した推定結果であ 

る転嫁度1 4 2パーセントを比較に供するため•再掲され 

たものである』スライタ一により追加されたプレッシ 

ャ一変数はP rで表わされ，他の変数は冒頭で表示さ 

れたものと同-マである。表 1 のライン⑵は，算定プロ 

セスを偷易ならしめるだめデータを概数に改めて再推 

宠した結果である。これにより各変数の回帰係数値や 

有意性は若干異なってきたが，転嫁度は l 4 l と i 4 2 パ 

一セントの間であると確認できたとする。

問題はプレッシャ一変数導入の効果である。表 1 の 

ライン⑶はその効果の一端を表わしているが，

に代えて P f を導入した結果，転嫁度は1 4 1 パーセン 

トから8 7 パ一セントに低下し，実に 5 4 パマ七ントも 

の低落をもたらしている。転嫁度の有意性は若干低下 

したが依然どして高鹿に有意である。しかし，.かれが 

容認するように，プレッシャー変数自体は5 パ一セン 

ト水準でさほど有意ではなく，' てぃ変数も有意性に欠 

ける結果となっている。

ここでの主張点はK - M 収益率モデルQ 欠陥を明確 

にするためにあり，転嫁度 8 7 パ一セントを新たに提 

唱するためでないことは明白であろう。スライター自 

身がプレッツャー变数p tが必ずしも適切でないと容 

認しており, 別のより望ましい金数を導入すれば転嫁 

度はさらに低下しうることを強調せんがためであるこ 

とは明らかである。 '
在庫 • 売上比率変数V h を落して代りにプレッシ 

ャ一変数を入れると，転嫁度はさらに低下して 86. 5 
パーセントになることは，表 1 のライン⑷が物語つて 

いる。ここでは法人税変数は有意であり，プレッシャー

変数自体も1 パ^セソト水準で十分有意であるのみな 

らず，ライン⑵に較べ他変数の有意性も増大している, 
ライン(5)，(6), (7 )においてもPt変数が導入された結 

果，転嫁度はV、ずれも 1 0 0パーセ'ノトを下回わるにい 

たる。とくにライン⑶ではV,-,の回帰係数は符号も 

逆転し有意性も完全に失われ，これこそI < - M モデル 

の欠陥を示唆するもので'あるとされる。ライン⑷では 

系列西己相関テストはパスするが, K - M 自身の推定 

値は多くはマイナスの糸列自己相関テストをパスしな 

いがゆえf c , 重相関R は過大評肺，誤差は過小評_， 

有意性は過大評価されると批判する。さらに表1 に関 

連して表2 では，先の推考についての単相関マトリッ 

クスが示されているが，ここではプレッシ.ャ一変数 

と従属変数としての収益率変数Y g l との間の相関が 

確認されている。このマトリックス.表では，P , と L, 
との間の共線性も示されているが，これによりP,が 

導入されたとき転嫁度が減少することは明白にされた 

とする。

表 2 : 填 相関マ ト リ ッ ク ス  

全製造業，総資本べ一ス（1932〜42+1948〜52年)
麵 Yパ L, J,
u .95
^C t-i - 0 1 - 1 0
y t-i 65 ---‘ 64 19
j » .18 .33 .38 59
p  ‘ .93 .95 - 0 3 - ?5 .42
スライタ“ による注：このマトリックx ではP ,とY gtの 

間の相関はL ,と の |Hjのそれとほぼ同じ大きさであるこ 

とが示されている。それは明らかにP, とレの問の高度の 

共線性を反映している。多数の相関した変数により特徴を 

描きだした経済においては，統計上の結來は隠された相関 

によるバイァスを全く免れるということは決してない。け 

れども，K-Mの研究において関心が架中した法人税変敎L,
と共寧的であるころの経済的プレタシャ一変数P,のごとき 

道喪な変数を除くことは，その帰結にかなり影響しよう。

出所：R.E. Slitor, p. 201.
グードも同様にプレッシャ一変数なI 、し能力利用度 

変数が収益率を説明する変数としての重要性を強調す 

る。

グードはK - M モデルに含まれる変数の意義について 

疑問を投げかけた後に，K - M が算定した転嫁度推定値

注⑵ Knowles, James W. (with the assistance of Charles B. Warden, Jr.) The Potential Economic Growth in  the 
United Stales, Joint Economic Committee Print. 86th Cong.V2nd Sess., Jan. 30,1960. Washington: U. S. Govern  ̂
ment Printing： OfilcG, 1960. p. 37 参照。

⑶たとえば在滞 /宛上比率は緙济的根拠はあるとしても1 年ラグつきはおかしい。また //C /G N Pは加速度効來を考撤し 

たとすれば，むしろG N P変化率，消费プラス投資変化取工業也産変化率のごとき経済活動の一般的尺度めほうが詔ま

— 5 7 (3 8 3 )  — ~—5 6 (5 8 2 )

法人税転嫁のK - M 分析に対する批判と反批判 •

^

■パ

-
i

■
 

-

u

-i

i

l

.
0
 

d 

.

M

i

w

^

:

fe
33

c>
co
d

J

G 

.
a
o 

-
S
S
O
K
O

Dvtaouooa

.
 

*
T
n
I
>H
PH
-*->xn;op

«

M
-
j
e

aj
c?
i—

3
i 
•
§ .

v
«
p
s
d
d
v

 ,
H
~
a
o

<l
s

-
tK
o

K

-

M

«§
p:
li
^

l
ls
^
^

舊

s.)

10
I
9
3

1

.1

I

舊

2

〕

§
. 

I

.

〔

6
£
900
.
s

〕

議

•

s

co
o

f〕

議

•

—

§
13.)

o
i
.

9SS.S

s
oo
s
.

to

-
1
-
s 

〔o
s
r
l
o

 

〔

S
S00
9
.10
I〕 

〔

&
浮
-*-
1|〕 

〔

sco
co
r
co〕 

C
0OO
9
0.〕 

o
&
r 

. 

0

CN
1
S
. 

9
z

ln
oo
,

—

 

i

.

l 

§

.

1
0
0
.

0

^

0
 

„
<
j
”
a
、
1v
»v
.
9

(

S
9
S
.

)

o
s
s
.

lo
2
r
I

in寸

<o
oo

o
9
s
,
c
.

U
6
S
9

05〕 

§
3 

.

C
SOO
I
S
.

〕
〔

讀

• 

.

〕
〔

I

’丨〕

'

I

.

C6
9
S
I
*
S
S
I
.
I

,
w
y^J
^

.f
>

(
9
2
s

S
9
S
.

i
.
lcooo

G
9
S
9
.
CO〕

s
s
‘ 

i

.

C90Z0.

寸〕 

i

.

s
o
s
.
s
l

〕 

目

‘1

s

l

s

d

‘

〔

8
8
.
I

—
〕

I

.

l

(
O
S
S

卜

I
s
.
s

t-H
o>

〔 §
3.1〕 

c
s
r
s
〕 

〔

Q
§
.
co
_〕

.〔

§
1

T〕

s
. 

o
s
r 

.
z
o
£

oo
, 

I
S
9
,
丨
 

i

.

l

〔m
o
*
〕 

目

00*

s

a

 

d

o
<J
.
s

(sssoo

0

2

S
9
-
S

zzs.
sss.

C
I
S
0
I
4
I
〕 

§
1
3
1〕 

§
u
.
z
-〕

.

〔SSS6.S〕
s
s
r
s
〕 

ベ
I
I
翁
靡

01 
寸.1

K
soo
.
l
 

: 

9
9
s
r
l

 

,
oo
s
s
r 

1

.

.

(

s

_)
6
6
2

1

-
w 

s
o
oo
s
.

*(

1

5

〔

■

co
.
s
r

〕 

〔

s
 
寸
.
2
1

〕
〔

S
9
S
.
S

-〕 

〔

5
S
.
S

〕 

&
kK- 

6
6
2

 

卜 

9
500
•丨 

1
3
9
1
—

 

9
9cr
>
-t

I

丨
to
槪

<o
‘Q
N
 

A
rlv
中 K

-
w

 

.1

A3
T

1

8

A
'
l
A
*

?
}€:(
)

入
.
•JJ
I
IK 

M
s 

づ

§
0
,

蟹
仰VH

cu

ド

填
俠
怒

r
ii
e
. c 

〕 

*

毅
筚
绠
回

.OK

*K
釋

a;
lo
f
oo
"§,
I
+<N
)
7
s
s
6
1
.
o

CS
J
_
M
i
l

)

(
>

I

_
蓄

»<
_
謂

碧

奮̂



法人税転嫁のK - M 分析に対する批判と反批判

業，. 非効率的企業に競争上有利な条件を提供十f 。そ 

れゆえ法人税転嫁により費用と価格の間の幅が成がる 

ことにもとづく価格援護効果が大きければ大きいほど， 

赤字営業の企業数は減少するはずである。 もしもこの 

ような価格援護効染が存在するならば. 戦前 *戦後に 

亘る法人税率め上昇とともに利溯（M所得)をあげえな 

V、企業経営の領域は狭められるはずである。

スライタ一は種々の指標を手がかりとしながら価格 

援護効果が# 在する証左を求め，1930年代以後法人税 

率が上界するとともに，各産業において底辺にある赤 

字企業のウェイトが減少しつつあることを見出した. 
それは公益規制產業におI 、て最も明確に裏づけられて 

^、るが，また製造業部門全体に亘っても明確に見出さ 

れる傾向であるとしている。このような証左の発見は 

K - M の生張する過剰転嫁仮説を積極的に支持してい 

るようにみえるが，スライター自身はむしろ判定を塞 

し控え，戦後にお分る完全雇用政策の帰結もまたこの 

ような現象を説明する要因として考慮さ夸べきである 

としている。

第 3 に注0 さるべきは，スライダ一もグードもとも 

に法人税の過剰転嫁仮説のK よぽす影響範囲の広さを 

考え合わせると，経済理論的意義ないしは常識からも 

理解しうる説明がなければならないと強調する観点で

(6)
ある。.この観点からみて興味ある指摘を一つだけ挙げ

るならば，それはスライタ ー に よ り 「雪だるま効果 -J
(snowballing effect).と呼ばれている作用であろう。.

スライタ ー に よると，K - M により矩義された転嫁

尺度は組収益率比で表わされるから，雪だるま効果は

法人税が存在しないばあV、の収益率に対する転嫁後の * (?)

課税前収益率の比率で表わされる。そこで法人税率が

5 0 パーセントであるとすれば，1 0 0パーセント転嫁は

課税前収益率1 0 パーセントから2 0 パーセント（2 倍）

の引上げを意味し，1 3 3パ一セントの転嫁は収益率10
パー七ン .トから30 パーセント（3 倍) の5 1上げを意味ず

る。さらに転嫁度が2 0 0パーセントを超過すると雪だ

るま効果は無限に達するにV、たる。いうまでもなぐこ

の効果は税率水準にも依存するから，税率が 5 0 パー

セントを超えると高められ，下回われば低下すること

になろう。

(2) K - M の反批判とスライ夕一 •
グ一ドの再批判

r R •グードとR . スライターの論文は多くの興味 

ある論点を提供したが，そのうちの若干はわれわれも 

容認するが他はそうは思わない。この反論を简潔に収

あって上界しているのではない。その証左は生産増加は不変価格の下でさえ売上粗利潤率の上界をともなうところにある。 

市場需頭の変化は全企業活動水準の変化をもたらし限界企業に限られるものではなV、。カルドアのこの見解には不完全競 

# 条件こそが経济の现英を支配し，限界内企業の生産は需要に制約されるのであり生産能力に制約されるのではなV、こと 
を意味されている。 、 ' ■
カルドアは，一般物価水準は高費用の限界企業により決定されるのではなく，最新鋭設備を有する企業の利潤マ一ジン 

により決定されるとする。スライタ一の価格援護効來は眙黙のうちにカルドアと類似の価格設定者を想宏しているよ5 で 

ある。Ka.ldor, Nicholas, A Memorandum on the Value-Added Tax (1963), in his •Essays on Economic Policy, Volume 
1；(London, 1964) pp. 272 -4 .参照。

注 ⑶ 従来，法人税は転嫁されずとも非効率的企業に競争上有利な条件を提供することが指摘されてI 、た。スライタ一は転嫁 

されてもその条件は変わらなI 、という新たな指摘を加えたことになる。それゆえ経済効率の観点からは，法人税の転嫁の 

有無に関係なぐ付加価値税は効率的（黒字）企業であれ非効率的（赤字）企業であれ競争上の恙別待遇を与えるもので 

はないという意味で法人税よりも優れているといえよう。 ,
( 6 ) スライタ一はK -M 分析では常識からみた評価がどこにもないとしてその役割を出身に課している。Slitor, op, cit„ pp. 

1 6 5以下参照。またグードも最善の評価は相関度や推定値の誤差ではなく経済的意味を考えることであり，経済理論の根. 
& 別個の情報，常識から説明さるべきであってi丨iなる形式的な統計的検証から説明さるべきではないと批判する。Goode, 
op. cit., p. 213 参照c

( ? ) スライタ一による雪だるま効染すなわち租税転嫁の波及効见の宠式化はつぎのとおりである《«
波及効染租税がない場合の収益率に対する転嫁後の税込収益率の比率。そのときM = l/1 — 实効從 

率とK -M の転嫁尺度S の稂の余数の逆数

導出過程： (1) :S 義により）

( 3 ) 1 - I
Y州

:1 - Z 产S
⑷

(6)

好 :公 S —1
.■ふ：，!L!上.Y ,, /

59(555)
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の妥当性を検討する最も简犁な方法は，興なった税率 

を仮矩したうえで算定された課税前収益率の推定値を 

吟味することにあるとし，その推定値を表3 のごとく 

まとめている。 ‘
^ 表 3: 製造業法人の課税前総資本収益率 

現実値と代鞋的統計推定値（1936〜39+1955〜57年) d
m  H 1936-39 1955-57

1. 現実値 シ 
K-Mモ デ ル に よ る 推 定 値 fc 、

7.46% 16.15%

2. 現実税率による 7.55 16. 33
3. 1936-39年 の 一 ^ 税 勒 _こよる 7.55 7,21
4. 1955-57年の一定税率による 16.66 16. 33
次のごとく修正したK -Mモデルf cよる推定値

5. 法人税変数をプレッシャー変数と

代替 8.40 16.15
6. 法人税変数を能力利用度变数と代替 7.60 17.26
7. プレツシャ一変数のみによる推定 7 .86 , 17.04
8. 能力利用度変数のみf cよる推定 7.24 18.14

a 年問バーセンテイジの算術平均，収益傘と税率にす 

る資料はK -Mのデ ー タ p. 7 4 による。 

b K_Mスタンダ一ドモデル. i丨i純最小丨;丨乗法による推宠 

出所：R. Goode, p. 217.
表 3 のライン⑴は製造業の平均現実総資本収益率を 

表わし, ライン⑵はK - M モデルA につV、て準純最小 

诌乘法により算定された推定値を表わす。両者を比較 

してみると，1936-3 9 年と 1955-5 7 年について現実値 

と推定値はほぽ一致しているといってよい。

. ところがライン⑶では， 现実税率に代えて税率は 

1936-39年の水準で一定であったと仮定したうえで， 

IC -M モデルより推定された課税前収益率を表わす。 

同じぐライン⑷は，税率が1955_ 5 7 年の水準で一定と 

仮定したうえで推足された課税前収鉍率を表わす。こ 

れら推矩値をみると, 税率の差異を別とすれば. 1936 
マ3 9 年と 1955-57 年で課税前収益率はほぼ同一である 

ということになる。すなわち. 戦前の値i税率では戦後 

の収益率推定値は現実値の半-ば以下となり，また戦後 

の高税率では戦前の収益率推宠値は現実値の2 倍以上 

という結果がえられる1 いうまでもなく.これら推宠

値は K - M が利潤説明式モデルに含めた他の独立変数 

の影響も蒙むるものであり. 税率のみが一値をとり 

他の関速変数はすべて瑰実値をとったという仮定に% 
とづいている。 ■
グードはライン⑶と⑷の推®値はありえないと考え 

る。なぜなら，失業率，工場設備利用の程度，価格の 

推移*および利潤決定に影響すべき他の獎因について 

戦前 • 戦後の差異を考え合わせると，収益率が戦前と 

戦後でかなり等しいとは考えられないからである。

ライン⑶は法人税変数を落した代わりにスライター 

と同じノールズのプレッシャ一変数を資源利用度を表 

わす変数として導入した結果えられた収益率推定値で 

あり，ライン(6)は同様に能力利用度変数として現実エ 

業経常生産額/高水準成長トレンド比率を導入した結 

果えられた推定値である。これらの推定値は現実値と 

較べてK - M 推定値に比しさほど見劣りするものでは 

ない。

ライン⑵と⑶はそれぞれプレッシャー変数と能力利 

用度変数のみでえられた収益率推定値であるが，共に 

かなりの程度まで現実値に近いということから，グー 

ドは利潤変動の説明與因としてのプレッシャー変数と 

能力利用度変数の重要性を強調している。

スライタ一が示唆する第2 の重要と思われる問題提 

起は, n レろK -M の過剰転嫁仮説を支持する証左とも 

みなさるべき効果- すなわち「価格抜護効果」（price, 
umbrella effects)の存在の指摘である。この論点は従来 

注意を惹かなかった新らしい問題意識として評価さる 

べきセあると考えられる。

既述のように，法人税は利潤をあげた企業， したが

つて効率的企業から徴収されるが，利潤をあげなV、限
界企業からは徴収できない。そこで利潤をあげた企業

による価格引上げをつうずる法人税の転嫁は，非凝率

的企業ならびに陳腐化機械に対し伽格援護効果をもつ 
⑷

ことになる。すなわち，利潤をあげた効率的企業によ 

る费用と販売価格との問のマージンの拡大は，その拡 

大がなかったばあし、に較べ必然的に新規企業，中小企

しV、。さらに法人税以外の籾税とG N Pの比串もなぜ利调に影锻するか胶味であるとし，この変数の四塥係数の符号は 

K--Mはマイナスとしたが説明がなv、。この変数のJf伙は政府支-出の附大をともなうときプラスとなろうが，SJ5：府变出を 

所々■とすれば袖税はデフレ的効见をもつからマイナスであろうといった批判が卩立っている。Gccde, op. cit.. pp. 214-6.
. 参照。 ,

注⑷スライターの主張はカルドアの兄解と一脈通ずるところがある。一般に市獅酿は啦界企業により決觉され. これ•は限 

界内企業が!丨i位撕 II上外の条件で揀梁しているこどを窓味する，すなわち劍丨训= 眼界企業を也杯せしめる现山は市坳の 

软颂にft蛾川界内企業が十分に记 ;ずることができないととろにある。この条件の下では，f;,f嫂変化に仿ずる供給玫化 

は限界企菜の市場流出入によるのであって职界内企業ではない4 ' ■ '
と ころが力 ルドブは製造業ではその条件は滴たされてI 、な^ 、と考える，_激川は短則ですら通常は下啟し て い る の で

,  •—— 5 8 (5 8 4 ) ——
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めるために，われわれは煅重费項目のみに限定し，か 

つ両批判者が類似見解をとるところではコメントも一 

緒に极うことにしようj 。K -M の反批判はこのような 

書き出しから始まり，スライター• グードによるK -M  
批判に答えようとする。

反批判の第1 点として，収益率方程式において法人 

税交カ果を測定するためのモデルについてプレッシャー 

変数を導入する接近法には反対であるとしている。そ 

の反対理由として，プレッシャ一変数それ自体が法人 

税の 1 関数であり，それゆえプレッシャー途数が含め 

られると法人税変数の回帰係数は収益率に対する法人 

税効果を表わすものではなく，法人税効果の一部はプ 

レッシャー変数の回帰係数に隠されることになると主 

張する。

K - M によると，収益率に対する租税効果の測定は 

企業行動の予測であるから，予測が可能であるために 

は収益率関数は誘導型でなければならない。また真の 

誘導型においては次の条件が満たさるべきであるとす 

る。⑴方程式は1 従属変数めみを含むべきである。⑵ 

関数は線型かつ陽表型であるべきである。すなわち方 

程式内の従属変数の回帰係数は一定，つまり 1 に等し 

くなるべきである。また方程式は⑶体系内の全関連変 

数を説明せねばならない。 ■
これら3 条件についてK -M モデルA を検討す！) と， 

条件 1 は問題なく満たされている。条件 2 は K - M モ 

デルA は非線型であるが操作変数法の利用により解決 

されたとする。しかし条件3 については，データの制約 

と独立変数の利用節約を理由として満たされていない 

ことを容認する。その限りではK -M モデルが真の誘導 

型とはいえないという批判を受け入れたことになろう。

けれどもK - M はスライタ一のモデルが条件1 と2 
のどちらも満たしていないとして直ちに反批判に転ず 

る。前述のごとく G N P のラダなし値としてのプレッ 

シャ一変数は法人税効果をすでに含んでおり，最小自 

乗法による推定はバイアスと不奇合をもたらす。K -M  
自身としては，プレッシャー変数の果すべき役割はす 

でにK -M モデル内の他の先決変数（ACレ C # )  
に担われていると考えるのである。

この觅解をテス卜するため，そしてプレッシャー変 

数の意義を積極的に検討するため，K -M は表 4 にみる

ようなK - M モデルの西推定作業を実施するに到った。 

表 4 のライン⑴はK - M スタンダード• モデルA の推 

定結果の再掲である。ライソ⑵はスライター•グード 

のギャップ変数P をここでは1 期のラグ'9 きにして 

V t - ,変数と代えられる。ラグなしP についてのスライ 

タ ー • グ ー ドの推定結果とは逆に転嫁度は不変に留ま 

っている。確かにラグつきにすればP 変数は先決变数 

として咨認できるが，しかしそれはK - M の指摘する 

ように体系内ですでに反映されている他の作用因を代 

替したにすぎないものとなろう。

• ライン⑶と(6)ではいま1 つのプレッシャー破数とし 

てクラインの能力利用率(Pe) が採用されるが，それは 

戦後についてのみ利用可能であるから，戦後について 

推定されたライン⑷に示されているごときK - M スタ 

ンダード• モデルA と比較さるべきこととなる。ライ 

ン(5)におV、てスライター•グードの推定結果と比較で 

きるよう，Pe 変数はラグなしで適用される。確かに転 

嫁度は低くなるが，スライター•グードのそれに較べ 

ると劇的低下をみせてL、るわけではない。またライソ 

⑶のようにP o変数をラグつきで適用すると一一K -M  •• 
は先決 .変数の性格からして当然と主張する—— P, の 

有意性は失われフィットも低下するにいたる。そこで

, K - M は能力問題を検討するにより役立つ方法は消費 

変 数 を か ら C y に代えることであるとし，ライン 

⑶にみるように変数はすべて差分値にして全期間に適 

用すると，転嫁度は僅か低下するがしかし全般的様相 

は変わらないと指摘している。

結論としてK - M はもし転嫁推定モデルの特定化に 

おいて租税係数が許容しうる変化にかなり敏感である 

とすれば，K -M 推定値もかなり減少することを認める。 

また IC -M モデルよりも野心的モデルがより多数の観 

測値に適用されるならば，やがては異なった推定結果 

.を虫みだすという可能性も否定しない。けれどもスラ 

イタ一 . グードがK - M モデルを信頼しがたいことを 

示したとも考えないし，K -M の試みたその後の実験で 

示唆されたとも考えないとしている。

K -M はグード の 「K -M モデル妥当性テ ス トj にも 

反論を加え，プレッシャ一変数の朵す役割にについて 

も杏定的觅解を表明する。反批判の論挪は表5 にみる 

ごときグードの算矩に加えたK - M 自身の算定追加で

注⑶ Krzyzaniak, Marian & Musgraゾg, Richard A., Discussion, p. 247. in 'E£ect$ oj Corporation Income T a x .'参照， 

なお木節はK -M の Discussionに加えスライタ一‘ グードのW批判もつき合わせることにより，反批判と;W批判の論点 

を龄理することを怠因した。Gocde, Richard & Slitor, Richard, Rejoinder, in Effects o f Corporation Income Tax. pp. 
258-261.参照，
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法人m 転嫁の k - m 分析に対する批判と反批判

. (10)
えられることを再確認している。そこからK - M は. 
援護効果こそはむしろ過剩転嫁仮説を裏づける概念ヤ、 

あり• 高度の転嫁度がなぜ発生するかを説明するに役

ある。

表 5 : 製造業の粗収益率（総資本）

27 〜 29 36 〜 39 55〜 57
l. 現 類 . 8.1% 7. 5% 16.1%
2. 税率が1936-39年水準で一定

のばあV、の K -M推定値 不明 7.6 7.2
3. 能力利爪度変数のみによる

グードの推定値 17.5 7.2 18.1
出所：M. Krzyzaniak & R.A. MusgraVe, Discussion, p. 252.
表 5 は戦前•戦後に亙るアメリ力製造業の総資本粗 

収益率にかんするグードの表のライン⑴，⑶，（8)を再 

掲し，ライン⑴と⑶については1927 -2 9年期間の計算 

をK -M が追加したものである。グードはK - M モデル 

によると税率が1936-39年水準に留まったとすれば，収 

益率も不変に留まづたであろうと指摘する（ライン2 ) „ 
だがグードは戦後の繁栄期という条件を考慮すればこ 

の結果はまったくありえないことと考える。そうでは 

なぐ粗収益率は税率変化に対することなく，むし 

ろ ラ グ な し 変数を尺度とする「プレッシヤ一」の' 
関数であるという仮説にもとづいて議論を進め，ダ一 

ドはI955- 5 7 年の収益率は1 8 .1 パーセントと推定し 

た。表 4 でみるようにこの値は現実値にかなり近I 、。 
その限りでは， K - M はグードの主張を容認するよう 

にみえる。しかしK - M は，もしグードの仮説が正し 

くてその証左から非転嫁の結論が導かれるならば/他 

の艰j間についても同じく当てはまるはずであるとして 

推定作業をI927- 2 9年にまで拡張してみる。グードの 

とった手続きと同様に算定すると，1927 _ 2 9年の収益 

率 は 1.7. 5 パーセントと推定され，それは8 . 1 パーセ 

ントという现実値とかなりく I 、違っていることがわか 

る （表5 . ライン⑶と⑴参照) 。そこで K - M は次のよう 

に反問しかつ結論する。「もしプレッシャー変数がこ 

の期問の収益率を説明するに甚だしく失敗しているな 

らば，なぜそれがその後の期間について正確な予測変 

数でありうるのか? 明らかに収益率の変化はこのよ 

うな雄Iセなやり方で予測することはできなf 、」。

第 2 の批判点でもる「価格援護効來」については， 

K - M 泡身がスライタ一の示唆にしたがい公益企業の 

転嫁度拙矩を試み，他産業よりもかなり高い転嫁度が

立つものとして評価する。ここではスライターの批判 

が K - M により批判としてではなく「由?说援護」とし 

て受けとめられている点で興味あるが，スライターの 

得批判がみられない点では興味を失している。

第 3 の論点については，K - M は現代の企業行動か 

らみて法人税転嫁はさほど困難ではないし，=また転嫁 

の規模はマクロ的に激甚な調整を必要とするとは考え 

ないとする。その事例として，1 9 5 0年{■こ5 0 パーセン 

トの実効税率が課され舢格引上げによる完全転嫁が生 

じたと仮定すれば，それは2 1 0億ドルの税額が4430億 

ドルのG N Pにつけ加わることを意味す名から，総支 

出の増加は5 パーセント程度でありマイナーな循環変 

動の枠に優に収まる規模でしかないとしている。その 

うえ税率の引上げは長期間のうちに生じたのであるか 

ら，いずれの年度をとっても転嫁による総支出の変動 

は 1 パーセソトをT *回わる程度でしかない点を強調す 

る。ここでは雪だるま効果それ自体匕蝕れることなく 

過剰転嫁仮説を「常識」的に説明しようとする姿勢に 

留意したい。 •
ところで以上のK - M による反批判に対するスライ 

タ ー • グ ー ドの再批判はとくに新しい論点を提供して 

いるとは考えられない。なぜなら反批判は第1 にプレ 

ッシャー変数導入モデルが誘導型の資格を満たしてい 

ないとしているが，この点はスライタ一もグードもす 

でに容認済みであり準に双方が双方のモデルをすべて 

完全誘導型たりえないことを確認しているにすぎない 

からである。 ； ,
しかしプレヅシヤ一変数について，；K - M はラグつ 

きの正当性を統計学的論拠から主張するのに対し，ス 

ライタ一は依然として経済理論的根拠からラグなしの 

正当性を主張して譲らな、、》けだし収益率は主として 

今年度の能力利用度に依存するのであり昨年度のそれ 

ではなV、から，ラダつきにすればそれは存在:する择済 

的関数関係と矛盾するはずだとみるからである。また 

税率変数の独立性にかんしては，グードはK - M のと

[ ：4  注⑶ Krzyzaniak, Marian & Musgrave, Richard A” Discussion, p. 253. in 'Effects of Corporation Jncome T a x .'参照。

j く'|  . ■ (w) K -M の筇矩にJ：ると，公益企菜では183パ一セントに対し企製造業では123 j  —セントの転嫁度を示している。

ド|  ; Krzyzaniak, Marian, & Musgravo, Richard A., Discusaion, p. 254 .参照。 なお公益企業删;1丨が利潤の抑制にほとんど

；d  . . 役に立っていないという仮説がK_‘M の高度転嫁仮説を-炎付けるどして，1 例と:してつぎの論文を拳げている。 Stigler,
..，句 ! George J, & Fiodland, Claire., "Regulation: Tho New Laissez-Faire—?11 unpublished mimeographed paper offered
( |  in June 1963 at the "Economics of Regulated Public Utilitie3,<.{ *<• -dr . * 1
| f |    62 (588) -------
卜I  . .
；' i  , | ■
：■：!  '  _ _ _ _ _ _ _ _ _ _
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った操作変数法が実効法人税率Z* を完全な独立変数 

化するに成功したとはみなしていない。また法定税率 

2：ですら，収益率と全般的経済活動水準とを含めたト 

レンドに依存するとしてその独立性に強い疑念を表明 

している。これらの2 点についてはなお今後とも立入 

った検討が各方而から加えられることを期待した、、。

グードの批判に加えられたK - M の反批判—— プレ 

ッツャ一変数による20年代の収益率の説明に失敗•一  

に対しては, グードはデ一タの不足を理山としてK-M  
モデルが2 0 年代の収益率説明にどの程度まで成功を 

収めたかをテストすることはできないと告白し，それ 

でも利潤率変動に果すべき税率変動の役割にっL、て強 

い疑念を表明している。すなわち西批判の結語として’ 
「われわれはK r zy za n ia kおよび M u sg fa v eが実際に 

非租税要因を考慮に入れることに成功し， かくて租 

税変化の〈他の条件にして等しV、効果〉 {ceteris paribus 
effect) の測定に成功したということに疑念を覚えるも 

のである」。

( 3 ) 雇用率変数と戦時ダミ一変数

  クラシグ • ハーバーが一. ミーズコウスキー

によるK - M モデル批判 '

K - M 接近法に対してはさらに強力な批判が加えら.
れている。 クラッグ•.ハーバーガー • ミ一ズコウスキ

— (John G. Cragg, Arnold C. Harberger, and Peter Miesz-
(ii)kowski)三若による共同論文がそれで-ある。かれらの基 

本的観点は法人税痛着が種々の理由から実証により容 

易に決定できるものではないとし，この観点から第1 
に K - M が結論をうるまでの手続きを詳細に検討し，

第 2 に同じ問題に対する別途の統計的接近法を開発し, 
第 3 にこれらの検討の結果を解決する問題をより注意 

深く研究することを意図しているとしている。総じて 

いって，かれらの批判論文はK - M がえた結論の妥当 

性に対し重大な疑問を投げかけることを目的としてい 

る。

かれらはK - M モデルに含まれる各説明変数が利潤 

に対する税率の影響力を誇張していることを指摘した

のち，変数追加にょりI O M モディレの欠陥を矮正しょ 

うとし雇用率変数E ,と戦時（1941,似年と1950. 51年） 

に関するダミ一変数I を新たに導入した。屜用率変 

数 E ,は 1930年代の低I 、利潤率と 1949, 54, 5 8 年 0  
リセッシ3 ンにおける利潤率の低下を説明するために 

導入され，ダ.ミ一変数W ,は戦時における高利_ と高 

税率との関速を主として高税率のみに掃着せしめる観 

点を是正する意図をもって導入された.かれらの雇用 

率変数はスライタ- * グードのG N P ギャップ変数な 

いし能力利用度変数に対応するプレッ 'ンャ一変数であ 

ることは明白である。

そこでまず理論的観点から民- M の転嫁度推定値が 

過大評価とならざるをえず，またK - M の操作変数法 

が転嫁度の不偏推定値を生みだしえないこ.との2 点が 

証明される。しか.し前節との関速からすれば，ょ.り興味， 

，ある分析はさきの雇用率変数Et と戦時ダ’ミ一変数W , 
を導入したかれら自身の推定結果セある〃

比較の便宜上，クラッグ . ハ一バーガ一 . ミーズa  
ウスキ一（以下C .H .M .と略称）は K -M が奘効税率Z， 

を操作変数として算宠した回帰式モデルA の推定結果 

をはじめに掲げる。

(5-1) Y9i =  . 2577 +  . 3 0 1 3 ^ , - , - .  4228V*-,
7721山—• 1083G, +  1. 5110L, 

(r2=.;96)
つぎにK - M と同じデータおょび推定法を用いるが独 

立変数として先の雇用率変数E t と戦時ダミ一変数W  
を追加すると次式がえられる。

(5-2) 3097+ .  0774^/0*-, + . 1938V,-,
(•1517) (.1269) (.1828)
一1 .2038J,—. 2102G< + 1 .024L,

(.1848) (• 0 6 9 1 ) ( • 1 8 9 5 )
+  .6178Ei (r2 =  . 99)(‘ 1669)

(5-3) Yが= —.4 1 9 8 + . 2631Z/C卜, + . 1301V卜,
C 2545). (. 2330) (.2398)
—1. 2814山- • 1019G( + .  6002レ 

(.2753) (.1524) (.6410)
+ .  7693E, +  • 0258W 4 (r2 - .  98)

(,3064) (. 0245)
ただし各回帰係数の下にある,括弧内は推定値の標準誤

.注{II) Cragg, John G„ Harberger, Arnold) C. and Mieszkowski, Peter, Empirical Evidence on tho Incidence of the 
Corporation Income Tax, Jour. Poli. Econ,, Dec. 1967, pp. 811-21.参照。

(12) C-H-M, op. cit., pp. 814-7 .参照。かれらのK -M批判論文は統針推矩迎論と推定作業結來の両侧而から成り立ってい 

るが，ここでは前畓を割逆した。理論的紋点からするK -Mの操作浚数法批判は説得力が認められるが，法人税変数の尚 

掃係数が過大評価とならざるをえないとする批判は必ずしも受け入れやすI 、ものではなI 、 この論点につV'ては機会があ 

れば押び蝕れるととにしたい。 '
6 3 {589)

雜 孩 糊 齡 雜 游 糊 糊 肺 層 _  嘯 馨 ■蘭_真



法人税転嫁のK - M 分析に対する批判と反批判

差を表わす。C-H -Mは新たな説明変数として恥とW, 
が追加されるにしたがい，Ltの回帰係数が累進的に低 

下し，かつ E ( と 'N t との両者が追加された(5-3)式で 

は統計的有意性がほとんど失われている意義について 

強調する。すなわちK - M が推定した（5-1) 式におい 

て，がりにL ,が E ,と I により表わされている影響 

力の代理変数として作用しているならば，累進的低下 

はまさに予想どお5りであると考える。また代理変数と 

' して当初から働いていたからこそ，しの回婦係数の低 

下は当然であるとする，さらにU の回埽係数の標準誤 

差が高まることもありうべきことと考える。なぜなら 

E ,と W ,がともにレ.に含められていると同じ影響力 

の若千を含んでいるとすれば，その限りではE , とW, 
は L ,と共線的であるといいうるからである。K -M が 

E ,と I を欠いて推定した回埽式(1)に較べると，；U の 

回帰係数の標準誤差は増大する傾向をかれらは強調し 

ている。これらはK - M モデルA に対する主たる批判 

点である。

K -M モデルB についても同様の手続きによる批判 

が試みられる。次の回帰式（5 -1，）は実効税率Z f を 

祖税変数として用いたK - M モデルB の推定結果であ 

る。それに対し，回埽式 ( 5 - 2 0 と （5 - 3 0 は再び雇用 

率変数と戦時ダミー変数を説明変数として追  

加したばあV、，租税变数の回帰係数がどの程度まで変 

わるかを表わしている。

(5 -1 0  Y gt =  . 386+'. 2 9 1 ^ - , - .  494Vf_,
C 098) (.347) (.386)

1 . 971Jt 
(.4 00) - .220G < +  .481Zt ( .212) (.104)

(5 -2 0  Y gt

(5 -3 0

(r2 =  .87)
—•498 +  . 015JCM  +  . 350V H  
(.3 04) (. 2 9 1 ) ( . 4 1 6 )
- 2 . 128J, —. 259G出  27 3 Z f  

( . 3 2 2 ) ( . 1 7 0 ) ( . 1 0 8 )
+  .908E , (rz =  .92)

(• 302)
- . 5 3 7  +  . 3 5 8 ^ _ ,  +  . 134V,_, 

(.2 46) (. 265) (• 345)
- —1.577山一 ，050G< +  .073Z泸

( .3 26) (.1 56) (.113)
+  .9 34 ^ -1 -. 041 Wi (r2 =  .95 )

(.2 44) (. 015)
C -H -M が強調するように，（5 - 1 0 か ら （5 - 3 0 に移る 

にしたがい租税変数Z f の回掃係数はさらに急激な低 

下を示す。それは（5-1> から（5-3) のケースよりも顕 

著であり，結局K -M モデルB K  とI が追加され

ると転嫁度は7 パ一セントというほとんどゼロ転嫁を

意味する程度まで低下するにいたる

これらの収益率関数の構造推定の実鹼のほかに，C- 
H -M は様々の遨本方程式や代替的変数の導入による 

回帰式推定を試みた結果，これらは法人税率が課税前 

収益率に対しなんら顕著な影響をおよぼすものではな 

いという結論をすべて苒確認するものであるとしてい 

る。この結論を最も劇的な形で描きだしているのが， 

次式（5 -4 )にみられるように雇用率変数E,，戦時ダミ 

- 変 数 W ,，実効税率ぶ* の 3 説明変数のみが現われ 

る回帰式であろう。

(5-4) Y ff( =  - .  584 + . 819E, + . 073W ,一 • 101Zt* 
(.195) •(. 255) (. 0 1 7 ) ( . 1 1 4 )

'• (r2 =  . 8 4 ) .
確かにE , と I が導入されると課税前収益率の変動 

を説明するための税率は統計的に有意でぼなくなる。 

そればかりでなく，実効税率変数の符号（有意とはV、え 

ないが）もマイナスに転ずる。すなわち転嫁度はヤイナ 

ス 1 0 パーセントとなる。

そこで結論としてかれらのK - M 批判点を要約すれ 

ばつぎのとおりであろう。第 1 点は，経済循環および 

戦時の諸影響を適切に捉えるような変数の導入に失敗 

したので，K -M はそれら影響力の効果のかなりの部分 

を法人税率の変動に帰着せしめる推定結果を生んだと 

する指摘である。これはスライター•グードの批判点 

と同じである。またC -H -M の推定結果から法人税負 

担はほぼ1 0 0パーセントまで資本に帰着したと結論さ 

れる„
第 2 点は，K -M モデルには2 種類のバイアス—— 真 

の誘導型たりえずまた操作変数法も適当ではないこと 

による—— のため粗利潤率に対する税率途動の効果を 

過大評価するにいたるという指摘である。スライター. 
グ— ドの批判に答え， K - M は雇用率を用V、て循環変 

動を生みだす外生的影響力の代理変数とすることに反 

対した。C - H - M も雇用率がより一般的体系にあって 

は内生変数であることを認める。けれどもC -H -M の 

批判点は，2 種類のバイアスがプラスに作用するため， 

K - M 推定値は利潤変動に対する税率の真の効果が誇 

張されているの指摘にある。それゆえ，かりにバ 

イァスの規模が大であるとすれば，法人税負担の 100 
パ一セント以上が资本に帰着していると考えられよう，

第 3 点は時系列による突証分析の難しさの措摘であ 

る.。むしろ C -H -M は，かれらの1 人であるパーバー 

ガーが別途の接近法によりえた結論一一法人稗_ 負担 

のうち資本の負担率は9 0 から 1 2 0パーセントと推宠

6 4 (5 5 0 )

- (!3)

される------がより確かである..と考え，またこれ'^での

かれらのK - M 批判がその間接的証明であるとする。 

けれどもC -H -M 自身も認めるごとく，.かれらの論旨 

はハ 一 バ ー ガ ー の結論支持にあるというよりはK _M 
0 結論が妥当性に欠けているという主張にあることは 

明白であろう-

(4) 収益率関数の特定化と法人税効果

- ~  K -M によるG モデル批判- —-

• これまでの批判と反批判の経緯をみそくると，法人 

税転嫁の実証分析のためにいかなる'計置モ デ ル が 必要.
と.されるかという論点-------とくにK - M モデルで特走

化された収益率関数の是非に論点が集中している事実 

に注目すべきであろう。ここで留意すベきは，k - M モ 

デルに対する仮借なき批判者であるスライター• グー 

ド， C -H -M はし、ずれもK - M モデルにとって代わるベ 

き転嫁モデル，とくに転嫁分析の要件を必要かつ十分 

に満たした収筚率関数の特定化を提案することなく， 

単に K - M が選んだ収益率関数の批判にのみ留まっ 

たことである。かれらは批判から進んで代案を提示す 

るまでには到らなかづた。 しかしコードン（Robert J. 
Gordon)は別である。.

ゴードンはK - M モデルに対し先の批判者達と同様 

の観点から批判を加克たが，同時にかれ自身の法人税 

転嫁モデルを提示しその中でマークアップ価格決定に 

したがう収益率関数の特定化を行なっヤいぶゴ一 ド 

ン • モデル（以下Gモデルと略称）は K - M モデルと異な 

りモデル内の独立変数はフィットの良さから選ばれる 

というよりも，マークアップ価格形成にしたがう代表 

的企業のありうべき利潤決定行動式から選ばれるとこ 

ろに特色がある。.いわばゴードンはK - M モデルの炎 

陥を克服した形での代案としてのG モデルを展開した 

のである。それゆえK - M は，所を変えていまや批判 

者としてG モデルの前に立ち现われる。.本節では K -  
M モデル批判としてのG モデルに対し，K - M がいか 

なる点に反批判の轉旨をしぽるかに注目してみよう。 

法人税転嫁分析のための許量モデルのあり方をめぐ

法人税転嫁の K - M 分析に対する批判と反批判

るこれまでの批判と反批判の末に，K - MはIC-Mモデ 

ルがより複雑な接近法に置き代えらるべきことを容認 

し，かづそれは価格，貨金，転嫁行動が特定化されす 

ベての方程式か識別されるような構造モデルであるベ 

きだとする。そのようなモデルならば総転嫁に関する 

よりよい情報を提供するのみならず，いかにして転嫁 

が生起しまたいかなる方向で生ずるかも示すであろう 

と考える。P3題はそのために必要なデータは獲得に困 

難なところにあるが.しかしそのような再定式化され 

たモデルは結局毕現するものと予想し転嫁分析の将来 

について楽観的である。

したがってG モデルの出現に対してもそのような接 

近法を期待したようであるが，しかしその方向への改. 
善がなんら見いだせないとしてきびしく批判を洛ぴせ 

るにI 、たる。この観点からK - M みずからのモデルと 

対比してのG モデル批判は2 つのパ一 トに分けられる。 

1 つはゴ一ドンが課税前モデルとして構-成.した構造モ 

デルが誘導型を形成できなかったとする点，いま 1 つ 

は課税後のモデルとして法人税変数を導入すれば転嫁 

度は過小推定とならざるをえないとす-る点，この.2 点 

である々

第 1 の課税前モデルにつきまとう間題点は，まずミ 

•クロにおける企業の価格決定からマクロめそれに移行 

するところで指摘される。 ゴードンは代表的企業の利 

潤決定行動を次式⑵により表わした彷程式番 .号はゴ-- 
ドンのもめによる）。 *

(7) Z / — 1 ) ( ：̂  十

ただし，Z / は課税前利■，R ,は総収入，Cfは総経常 

費，w はマークアップ比率， は生産労働者の貨金 

率，がは生産労働者の平均生産性，？)广ほ原材料価格， 

b は産出量1 単位のために必要な原材料投入単位，(o /
は非生産労働者の貨金率，のブは非生産労働者の「平均 

生産性j ，Q( は產出量そしてQ(*は設備の能力産出量 

である。

, ゴードンは⑵式の体系を誘導型で表わそうとした。 

と こ ろ が 変 数 <y/t はデータが利用できないの

注(13) Harberger, Arnold C., Tho Incidence of the Corporation Income Tax, Jour. Poll Econ., (June, 1962)参照

(M) Gordon, R. J., The Incidence of the Corporation Income Tax in U. S. Manufacturing, 1925 62, Amer. Ecoti. Rov.
Sept. 1 9 6 7 .招よび拙稿「法人税帰着の樊証分析：マークアップ• 時系列モデル：Gordon .モデル』三田学会雑訪62兴■ (5 
号 (1969年 6 肖）参照。 . '

(15) Krzyzaniak, Marian & Musgrave, R .A ” Incidence of tho Corporation Income Tax in U.S. Manufacturing: Com­
ment, A m er.拉con. Rev. Dec, 1968. pp. 1358-60.参照。 .
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法人税転嫁めK - M 分析に対する批判と反批判

で，次式似のごとく観察可能な変数のみを含む回帰式 

に変換した。

(12) Z /  =  ^ lXi ~ j— ■+免

ただし，ふは一般物価指数Pte に対する産出価格指数 

pt の比率，R ,*は能力產出量での総収入，utは攪乱項で 

ある。K -M が指摘するように，ゴードンは経済循環上 

の反芯をとり入れるため他の変数を追加し.かくて最 

終的な課税前モデルを確定した。

K -M はゴードンの方程式(7 )についてはミクロの体’ 
系として適切な誘導型であると容認する。しかしマク 

ロへの移行に当ってデ一タが集計される段階では難点 

が生まれるとみなす。その問題点を明瞭に浮きぼりす 

るためK -M は(⑵式を次式のように修正する。

(12)* Z /^ a ip^ Q t-h azp^ Q t^  +  Ut
この式により利潤は一般物価水準，産出量，産出能力 

の関数として表示される。ここでのK - M 批判点はこ 

れまでのような產出能力Q，をめぐるものではなく， 

産出量変数Q( と一般物価水準2) 'を外生マクロ変数 

として利用することに集中する。すなわちG モデルに 

おいて価格変数を外生変数として利用することは，モ 

デル構築のセット•アップにおいて採用されたマ一ク 

アップ仮説とは両立しないという批判である。さらに 

ゴードンが課税前最終方程式をうるさいに価格と産出 

量の変化率を追加し経済循環的要因を反映せしめるよ 

うに試みたが，これらはG モデル構築の当初の意図と 

はほど遠い推定式を坐みだす結果に終ったとする。す 

なわち，G モデルは洗練された構造体系の誘導型たり 

えなくなったという批判がゴ」 ドンの課税前モデルに 

向けられるのである。K - M モデルが誘導型たりえな 

いという批判と同様にゴ一ドンの課税前モデルも同様 

の批判を免れないという批判である。

いま 1 つのG モデルに対する批判はその課税後モデ 

ルに対して向けられる。ゴ一ドンは課税前最終方程式 

をえた後で法人税変数を導入する。K - M の批判はこ 

の法人税変数は価格方程式または資金方程式ないしは 

なんらかの行動方程式のなかに統合さるべきであって, 
最終的課税前モデルに追加されるという形で導入さる 

べきではないとするところにある。なぜなら，G モデ 

ルはその結梁K - M モデルと同様に転嫁メカニズムな 

いし方向を説明することはできず，堆に総転嫁の測定 

を意HIしうるのみであるからだとする。 加えて (12)*

式が先に批判されたように産出量Qt と価格水準?^を 

外生変数として扱づているが実際にはそうではない。 

それゆえ法人税変数が課税前モデルに追加されると， 

その効果の1 部は Qt と於9をつうじて作用するがゆ 

えに法人税変数の回帰係数は過小推宠されることにな 

る。この種の過小推定は最終的課税後モデルにおいで 

Q,と妒の変動率が新変数として追加されることによ 

りさらに強イ匕される。したがってKHVIによると， G 
モデルから引きだされたゼロ転嫁仮説もまた驚ろくに 

あたらないことになる。

最後にK - M キデルの推定技術に対するゴ^ ドンの. 
批判に触れて，K - M はみずからの操作変数法による 

転嫁係数が 1，3 4 であるのに対しゴードンの非線型推 

定法では 0. 9 2 に減少しているが有意であるがゆえに, 
どちらの推定技術がすぐれているか明らかではないと 

している。この論点もあわせて， K - M 'の反批判に対 

するゴード 'ンの再批判を次節で扱うことにしよう。

( 5 ) 資本生産性，能力利用度と収益率

.ゴードンによるK -M モデル苒批判 - -~ •

ゴードンはK - M のG モデル批判に答え，みずから

のモデルを擁護する。.すなわちK - M は基:本的経済現

象としての製造業における資本生産性の長期的上昇を

無視したがために混迷に陥ったとし，K - M モデルに

おける資本生産性変数の欠如こそがプラスの長期趨

勢をもった唯一の変数としての税率に戦後の高度収益

率をすべて説明せしめる結果となった。 したがって転

嫁回帰係数が1 を大きく上回るのも不思議ではないと 
06)

みなす。

けれどもK - M は資本生産性の役割を黙殺し,もっ 

ぱらG モデルにおける統計上の斉合性の欠如に批判点 

を集中せしめている。そのためゴードンは•まず斉合性 

の存在を主張し.っぎに資本生産性と能力利用度の導 

入が不可欠であると強調する。論点は5 つに分かれ， 

第 1 に如との存在が転嫁度の過小推定をもたら 

すものではない，第 2 に ^ と pte も同様に主張でき 

る，第 3 に能力利用度の導入の必喪性，第 4 に法人税 

変数の追加の理論的妥当性，第 5 に非線型推定法の馒 

位性と収益塔関数としてのG モデルの優位性の主張， 

それぞれが简潔に整理されている。 ここではこれらす

注脚 Gordon, Robert Incidence of the Corporation Tax in U.S. Manufacturing; Reply, Artier* Econ. Rev, Dec, 1968. 
PP. 1360-7,参照， •
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_法人税転嫁のK - M 分析に対する批判と反批判

ベてに亘づてさらに整理を試み要点を摘記することに 

留めたい。

第 1 の論点としては， 価格変化変数办の正当性が 

仮設例により説明され，要 す る に それ自体によっ 

て法人税変数効果の影響が見誤られることはありえな 

いとする。なぜならと法人税焚数は税率変化の年 

度， 相関するが.以後の年度では税率は不変に留ま 

る一方はそれ以前の値に戻るからである。 ゴ ー ド 

ンはかれの主張が正しいとすれば， G モ デ ル で を  

除けば圮は低下しても転嫁係数は変らないが，もしも 

K - M の主張が正しいとすれば， 転嫁係数はK - M の 

予測するように高度の値へと引き上げられるはずであ 

るとし，表 6 にその推定結果をまとめた。表 6 による 

と，ライン⑴はゴードン自身の推定結果を示し,，ライ 

ン⑵ではd p と d Q が落された新しい推宠結果が掲げ 

‘表 6: / I p と J Q 変数を除いたばあいの効來 

(括弧内はi 検定値）非線型推定法 

推定期問：1925〜41+ 1946〜 62

H
km

従厲
変数 独 立 変 数

Z t*
K t R.

KT
Ri*
K7 J P lVi

^Q(~QT vt
•176 -.062 .043 •056 .110 R2=-.962

1. [8.97] [-4.48] [1.54] [3.57J [1.22] DW --1.67
SE=:.0100

.201 -.080 .082 R2== .9362. [7.89] [-4.46] [.52] DW=:1.11
SE==.0127

Zt*
常数項誓

.202 -.081 .080 n 2= .7383. [10.03] [-6.01] [•52] DW= 1.11
S E - .0117

出所：R. J, Gordon, Reply, p. 1363.
られている。ゴードンは両者の転嫁係 数 《5 を比較し

転嫁度O 引き上げもみられずゼロから顕著にへだたっ 

ていないがゆえに，かれの主張が支持されK - M のそ

れは楽却されたとする* :したがってゴードンの方程式 

(sz)* のモデルにつ^、てすら， がれのゼロ転嫁伖說は支 

持されたと結論してい•る。

. . 第 2 の 論 点 は . と ^i3 をマク白外生梦敬として導 

入することへのK - M の批判に対する反批判である。

ゴ一ドンはまず各説明変数が資途K ,と収入R,で檩準 

化ずみである事実を挙げる。つぎに表 6 のライン⑵と 

⑶がそれぞれ資産と収入で標準化されていながら同一 

のゼロ転嫁帰結をもたらしている泰実を搢おする。す 

なわち，ライン⑵とライン⑶の推矩結果は非食に類似 

しており，かつフ'イン⑶は疑わしい変数を含んでいな 

いから，K - M の批判した変数がライン⑵におけるバ 

イアイスの源泉となることはありえないと主張する。

第 3 の論点は， K - M がG モデル批判では言及しな 

かった能力利用度変数の擁護である。表 6 のライン⑶ 

では利潤分配率は常数項と能力利用度の逆数で説明さ 

れている。K - M は能力利用度もまた内生金•数である 

としてここでも論難しえたかもしれない。’確かに経常 

利用度は一部は経常投資水準に依存するから，ライン 

⑶の利用度変数め回埽係数は経常投資永準が経常利潤 

水準に依存するならぱバイアスをもつこ.とになろう。 

けだし,利潤決定方程式における利用度変数はこんど 

は誤差瑱と相関ずることになるからである。 ゴードン 

は投資水準に対する利謂の影響は夥しい論争の！焦点： 

となった課題には遠いないが，潭近の多数の計量経済 

学上の証左が示唆するところでは産出量は投資に顕著 

な影響を与える唯一の経常的変数であり，かつ利潤の 

効果はありとずればかなりのラグを伴って作用今■るは 

ずであるとみなす。 したがってこの証左によれば，ラ 

イン⑶の利用度変数の回帰係数にはバイアスが’ありえ 

ないと考えられる。

第 4 の論点は，法人税変数の追加が果してK - M の 

主張する行動方程式への統合に比べ論理的妥当逄を欠 

いてレるか否かの検討である。ゴードンはまず法人税 

の完全転嫁を意図する企業を想定する。とこでK - M

注(丨7 ) ゴードンが依拠するもめはアイスチー.ピショツフの証言である。アイスナーはク ロス •セク シ g ン分析により結論して 

いう構造式における利潤の真の役割はグル- プ間の因帰式において利胸変数の同痛係数は低い（マイナスです ら ある）と 

ころにみいたせる」。Eisner, S., Investment： Fact and Fancy, Amer. Econ. Rev” Proc., May 1963, p. 246.参 照 ゾ  

•ンa ッフは分布ラグ推矩のため適州性に常んだ新手法をルし、，産出®变動は威ちに投資に摻響するが産出蛰以外の政数は 

設備投資支出に対しかなり丧いラグをともなって燃響しているようにみえることを見いだした。Blschoff, C.W., Lags in 
Fiscal and Monetary Impacts on Investment in Producers* Dumble Equipment, presented November 3,1967 to 
the Brookinga Conference on the Effect of Tax Incentives on Investm ent.参照。もっともこれらの証贾にどの掏度 

の信賴度をおくべきかには簡題が残されている。1 つはクP ス. セクシa 'ノ分析の帰姑がそのまま時系列分析に適爪しうる 

かという的組 い法1 っは利_ 1 ?理と加速度原理の俊位性をめぐる検討は未だ決着がついてないと考えられるからて;ぁる。

67 (593) — —

圓

4
>ぅ̂
ぇ
<.



法人税転嫁のK - M 分析に対する批判と反批判

の批判を受け入れて法人税変数を行動方程式に統合す 

ればどのような式がえられるであろうか。ゴードンは 

かれの転嫁決定方程式㈣—— 税率の弓丨き上げにともな 

いどれだけ利潤を増加すべきかを決沄する方程式——  
を同じくかれの妯格決宏方程式⑶に代入することによ 

り統合は達成され，それを次式で表わす。

⑸  *  尸 —

ただしp は価格，Mはマークアップ • マージン（M =  
.m —1 ) , a s は転嫁パラ.メーター，V は法人税率，c* は 

フル • キャパシティにおける平均費用，d は製品1 単 

位当りの償却 • 金利額である。⑶*式に表わされた法 

則の意味するところはかれによるとつぎのとおりであ 

る。「価格はフル•キャパシティにおける平均費用，プ 

ラス，転嫁のため調整されるマークアップ比率，マイ 

ナス, マークアップ比率Mは第 2 項で意味されるよう 

に転嫁されざる非課税部分を含むという事実のため 

算定された価格を引き下げるために必要な矯正要因，

に等しく設足される」。

留意すべきは，⑶*式は法人税変数が行動方程式に 

統合さるべきだとするK - M の価格決定ル一ルの基準 

を満たしているけれども，結局は表6 のライン⑵と⑶ 

で用いられたと全く同じ回帰式に導かれるものであり 

推定結果:もまたそれゆえ同じということである》 した 

がってゴードンは⑶*式をテ ス トしてもなんら新しく 

学びうるものはないとする。第 1 に c* は内生変数で 

あり. 第 2 に転嫁領域における税率のいかなる変化も 

J京材料価格に影響しかつそれは， のかなりの割合と 

なり，かくて（S3)*式のテストは真の法人税転嫁の範囲 

をかなり見誤らしめることになると結論する。

最後に第5 の論点としで, K - M め操作変数法がゴ 

一ドンの非線型推宠法に必ずしも劣るものではないと 

する批判をとりあげる。ゴードンは2 つの推定法の興 

味あるテストは予測実験を試みることであると提案す 

る。•すなわちK -M モデルは19 5 9牢まで雨推宠法でフ 

ィットされ，どちらの推定された回掃係数が1960-65  
年の収益率の現突値を最善に予拙丨できるかを検討する。 

まず外挿を試みられる操作変数方程式はK - M のスタ 

ンダード • モデルである。 • .
⑷ =  . 2 8 6 + . 404^ 0,-, 527V4- i - .  833J,

+  1 ,339 敬 ，m

記号はK - M のそれと同じである。ついで外揷さるべ 

き非線型方程式はゴ一ドンがすでに比較を試みた方程 

式 a - i c ) であり. データは(a)式と全く同じもので推 

定された。

油  r  « — - 373+> 4 3 2 d C t-x ~ .  800 V<_1- .  941 J t 
* 1 - . 9 2 1  v t 一  '

非線型方程式㈤はよいとしても，操作変数方程式(A)は
そのままでは予測に利用できない。（A)式は右辺に従厲 .
変数 r， を含んでいるから,さらに誘導型に書き直す

ことが必要である。

(A)* r m~  . 286+ ‘概 メC L  +  . 527 V i - , - .  833J,
4 1 - 1 .3 3 9  v i ~ ~ ~ —~

表 7: K -M モデルに適用された両推定法 

の予測能力の比較

年度

r ,m 予纖差

観測値
(A*)に よ る  

予 測 値
(B)に よ る

予 測 値
(A*) (B)

1960 . 120 .109 .118 .011 .002
1961 . 116 .120 .127 - .0 0 4 - .0 1 1
1962 . 125 102 .114 .023 .011
1963 . 135 .082 .101 .051 .034
1964 146 .117 .130 .029 .016
1965 .175 .119 . 130 .056 .045

( = 誤 敗 の 和 ） .007329- .003681«
a 先に掲げた概数値デ一タではなく，非概数値デ一 タ か ら

算定された誤差分散の和 

出所： R.J. Gordon, Reply, p. 1365
よって両推定法の予測能力の優劣は(A * )と㈤により判: 
定されることになる。表 7 は 1960-65年について両推 

定法によりえられた外揷値の比較である。ゴードンに 

本ると， (A * )と㈤の両者はこれまでのK -iM モデル批 

判者のすべてが予測したようにその予測能力は非常に 

贫 しい。 しかし(B)の非線型式のパラメ --タ.一について . 
の予測の分散は(A *)の操作変数法のパラメータ一}こつ 

いての分散の僅)^、半分でしかない。この点を捉えてゴ 

— ドンは非線型法が操作変数法に傻る証左であるとし 

ている。

さらに興味ある外揷法による予測実験はK - M モデ 

ルの妥ぎ〗性テストへの適用である。表 8 では， G モデ 

ルにより生みだされた予測誤差を表7 の K - M モデル 

のかなり大きな予測誤塞と比較するため掲げられてい

注(IS) Gordon, II. J., The Incidence of the Corporation Income Tax in U.S. Manufacturing, 1925-62, Amer. Econ. Rev. 
Sept, 1967. p. 7 4 2 .および拙稿「法人税痛翁の庚証分析：マークアップ• 時系列'モデル：Gordonモデル』弓田学会雑誌. 
62巻 6 号 （1969年 6 月〉p. 29 (557)参照.
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表 8: Gモ デ ル の 予 測 能 力 、

年度

Z(*/K, Z 产/R,
観測値

(I-3K) 
による 
予測値

予測誤差
観測値

(I-3K) 
による 
予測値

予測訳差

1960
1961
1962
1963

.144 

.143 
152 

：158

.154 

.147 
,158 
. 159

— ‘011
- .0 0 5
- .0 0 6

.001

.102 

.105 
.109 
. 115

. 109 

. 107 

.114 

.116

- .0 0 7  
一 .002 
へ 005 

.0011964
1965

. 162 

. 169
.160 
. 165

.002

.004
. 118 
. 123

.117

.121
.001
.002

( = 誤— の和） 0001982 .0000768
8 先に掲げた概数値デ ー タ で はなく，非概数値デ .

算定された誤差分散の和 

出所：R. J. Gordon, Reply, p. 1366.
タから

る。表 8 の最初の3 欄はG モデルの方程式 (ト3 1 0 の 

1 9 6 0 -6 5年についてえられた収益率の観測値，予測値 

および予測誤差である。 つぎの 3 撊も同じく方程式 

( I - 3 R ) についての利潤分配率のそれである。表 8 の 

誤差分散はK -.M モデルの表7 におけるものよりも-  
らに小さい。よってK - M モデルよりもG モデルの方 

がかなりよい予測能力を備えていることが証明された 

としている。

ゴードンのK - M モデル批判の実験はさらに追試が 

続けられる。それはK - M モデルの観測期間をさかの 

ぼっ C 1 9 3 5年以flijに拡張することによりえられる外 

揷結果の批判である。観測値と外禅値の比較は表9 に 

みるとおりである。まず推定結果をみると，ボ^-,変

表 9 : K -M スタンダ一ド. モデル，1929〜42+1JM8〜59年 

について推定，非線型推定法（栝甄内はt 検淀値）

方程式：け，= . 220—. 0 6 7 549Vt_>- .  417J,13.42] [ —. 3 1 ] | — 2. 7 1 ] f - 1.691
+  1 .380 VtT^[7. 55]

ii2=.917 D W -1 .49 S E -,0 2 3

年 度
7,(m

誤 恙m 測 値 予 測 値

192.9 ..100 ,073 .0271930 . 041 .066 0251931 .004 .058 - .0 5 41932 —. 014 .027 - .0 4 1
1933 .016 .008 .0081934 .036 .025 .011
出所：R. J. Gordon, Reply, p , 1366.

数の符号が々イナスに転じかつ有意でないのみならず, 
山変数も有意とはいV、難I 、。その結果として表9 にみ 

るょうにK -M 方程式は1犯0 年代初期において大きな 

残差を生んだ。そこでゴードンはかれのk —M モ デ ル  

再批判の末尾をつぎのごとく結んでいる, .「k - M 法デ 

ルが19的年と 1932年の間、の利潤の崩落ないし は 1 9 6 3  
- 6 5 年の利潤プーム の正確な予測に失敗したことは， 

再び先のK - M モデル批判を確認するものであり，ま 

た製造業の収益率を説明する、、かなる試みも能力利用 

度の変動と資本生産性の変動を考撤に入れねばならな 

い こ と を 示 唆 す る も の で あ •

(6) 残された問題点

総括してみると，法人税転嫁分析は少なくとも大別 

して2 つの問題点を抱えていることが明白となったと 

考えられる。

1 つは，K - M モデル批判の重要な論点はすべてK -  
Mの不明確な理論モデルに関速し，批判もまたおのず 

からそこに集中していった。 k - M は転嫁分析のため 

の収益率回帰式を導きだすに当って理論的マク口 •モ 

デルをまず構成したが.その構造が不明確であったた 

め誘導型として導出さ•れたはずの固帰式は説得力にお 

1、て必ずしも十分ではなt 、独立変数にょり構成される 

にいたつた。スライター.グードのプレッシャ一変数 

やギャップ変数の導入，またC -H -M の雇用率変数や 

戦時ダミ一変数の導入，そしてまたゴードンの能力利 

用度や資本生産性にょる批判は， i 、ずれも k - m の埋 

論モデル自体の木備を突くものとして評価できょう5 
K -M  S 身も構造モデルの上にょり包括的な転嫁モデ 

ルを構成し，それにょり転嫁プロセスも解明しうるご 

ときモデルの開発を将来に期待している以上，K _ M 
モデルにょる実証結果’をその理論モデルに則して意味 

づけで. なレ、かれらの接近法に根底から翁察を加えね 

ばならないであろう。

いま 1 つの問題点は計量経済学的実証分析の手法に 

かかわるものである。K -M  ‘とゴードンはそれぞれの 

採用した拙宠法をめぐり転嫁分析上の優位を互いに主 

張した。とりわけゴードンは非線型推定法の優位性を 

主張するための論証に格別の努力を払った^しかし推 

定法の論議の前に.両者が共に選択した丧期時系列雄

注 J.. InCk，enCe "  ^  "  U‘ S. ル — 邮 麵 . ^  細 - 細 - 職 -

69X595)
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プ方程式モデルが果して転嫁分析にとって最善の接近 

法であるか西かにつV、て検討を加えねばならなI 、は ず  

である。時系列分析に代えてクロス• セクシ3 ン分析 

を選ぶこともできるし,事実キルパトリックはその方 

向に向って転嫁実証分析の局面を新たに打開してゆく 

ことに努めた。この方向性はこんごとも吟味するに値

いしよう。また単一方程式モデルも連立方程式モデル 

に拡張する方向が残されており，理論モデルとの関連 

ではそれは最も望ましI 、接近法と評伽•できるし早急に 

検討されてしかるべきであろう。もっとも，推定法の 

上で連立方程式モデルはより複雑な問題を提起するこ 

とも考虛に入れねばなるまい*
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資 料

明治10年代における 

蚕 * 製 糸 村 落 の 構 造

高 山 隆

は が き

本稿は「明治i o 年代における製糸資本の生成と村落 

構造の変化」（「三「丨丨学会雑誌」62卷 1 号 . 4 号 . 6 号）に 

続くものである。前稿では，製糸資本の生成過程，製 

糸女:！: の流出莶盤，製糸資本と女工•養赉農家の労働 

力 • 繭販売関係を明らかにすることに力点がおかれ， 

製糸資本が生成し，，養菡業が発展してくる村落の経済 

的、社会的•政治的構造そのものの検討は果されては 

いなかづた。本稿は，製糸マニュファクチュアーを簇 

生させ，女工を排出し，.原料繭を供給する農家によっ 

て構成される南真志野（现丧野似詡訪市湖南丨x 南輿志跹） 

の明治10年代における村落構造を明らかにしようとす 

るものである。その場合問題となるめは次のことであ 

る。

. ずでに前稿において，明治10牢代の南真志野では， 

製糸マニュファクチュア一と女工，養赉農家との労働 

力 • 原料繭の購販売関係が「自丨知であったことが製 

糸家関初平家の「大宝恵j によって明らかにされた。 

すなわち労働力の異動は激しく，小作関係•マキ関係 

は労働力確保の強い絆とはなってらず，労镯力の異 

動に関しては，製糸資本の側からも制限が加えられて 

I 、なかったし，また靡!の膦販売についても労働力と同 

様であった。しかしこの「S 出」がどのような村落構 

造のもとで现象したものであるかが問題とされるべき 

であろう。すなわち，村落を構成する農家がどのよう 

な共同体的諸関係の中にあって，その規制はいかなる 

ものであっだがが明らかにされなければならないであ 

ろう。すなわち，この商品の自由な購販売関係が自立 

た;J、前品生産者を甚礎としたものでなかったとする 

i らば，購販売関係の「H という現象のもつ意味 

も興ならざるをえないであろう。

第二に第一と関連することであるが，製糸マニュ フ 

ブクチュアーそのものの性格の問題である。製糸マニ 

ュファクチュブーが形成されてくるとき，村落の共同 

体的諸関係を所与の条件としているとすれば，それが 

どのような作用をもつものであるかの問題である。製 

糸マニュファクチュア一としての南真志野の関初平は 

南真志野村落の構成員として, 農業経営上,生活上何 

らかの村落の規制を蒙らざるを得ず，共同体的諸関係 

を所与とすれば，それを自ら担った製糸マニュファク 

チュア一という性:格をもたざるをえなかったであろう„

製糸資本の生成展開は，それを軸として,村落経済 

構造を編成替えしてゆく。村落因治組織としての共同 

体的諸関係•秩序も繭商品生産の展開と製糸業への労 

働力販売による明治前期における農家経済洱生産構造 

の変化 . 農民層の分化 . 分解によってW編成過®!を 

どることになるということは一般的にいいうるのであ 

る。またこの過程は，明治政府の村落に対する法秩序 

の展開と統一された過程である。しかし，本稿では， 

国家の村落，市町村政策の展開，あるI 、は,その南真 

志軤村落自治組織との関係を対象とするものではなぐ 

さしあたって，村落構造自体の把握に力点を匱くもの 

である。

本稿で用いた菡本資料は明治12年より18年 の 「原伴 

三 伍焉惣代日誌」 （南真志甄原弘也《；所蔵)， 関初平 

「伍長惣代日誌j 明治12年，13年 . 16年，17年，18年，. 
21年 （南真志野，関幸作氏所蔵）であり，他に南真志野郷 

蔵所蔵の文書（主として共有山閲係）である。

村落構造の兹底をなす南真志野村落の所有財産を先
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